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コロナ禍で女性が置かれた状況と課題

　2021年４月28日に内閣府が公表した「コロナ下の
女性への影響と課題に関する研究会」報告書に沿って、
コロナ下（注１）の女性への影響と課題について報告し
ます。同研究会は、新型コロナウイルス感染症（以下
「新型コロナ」と
いう）による影響
が女性に対してさ
まざまな形で及ん
でいることが、日
本および国際社会
でも明らかになっ
てきたなかで、内
閣府男女共同参画
局として、現状と
政策課題を把握し、
今後の政策立案に
つなげることを目
的として2020年
９月からスタート
しました。

女性への影響

ＤＶの相談件数
は前年の1.5倍に

　まず、コロナ下
における女性に対
するDV（配偶者
暴力）の状況です。
シート１をみると、
DVの相談件数は
前年同期比で1.5
倍の水準で推移し
ています。身体的

暴力だけではなく、精神的暴力、経済的暴力が顕在化
しました。また、かなり深刻なDVを受けていても、
経済的な自立への不安から逃げられない、家にとどま
るしかないという人たちがいることや、家庭内の環境
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コロナ下の女性への影響と課題について
――「コロナ下の女性への影響と課題に関する研究会」報告書より

内閣府 男女共同参画局 調査室長　矢野  正枝

報　

告



Business Labor Trend 2021.10

16

コロナ禍で女性が置かれた状況と課題

の悪化などで居場
所を失った女性が
SNSを通じて知
り合った者から性
暴力の被害に遭う
といった実態が報
告されました。

女性が多い産業、
非正規雇用労働
者は大きく減少

　次に、女性の就
業・雇用への影響
（シート２）をみ
ると、女性の就業
者数・雇用者数は、
2020年３～４月
にかけて大きく減
少し、雇用者数の
減少は男性の約２
倍にも及びました。
　女性の多い産業
や非正規雇用労働
者に特に大きな影
響が及んでいます。
シ ー ト ３では、
2020年４月以降
の産業別就業者数
の増減を示してい
ますが、もともと
女性の非正規雇用
労働者の割合が高
い「宿泊業」「飲食業」「生活、娯楽業」「小売業」な
どで女性の就業者数が減少しています。また、シート
４は女性の非正規雇用労働者の推移を表していますが、
2020年３月以降、対前年比で大幅な減少が続いてい
ます。ほかにも、シングルマザーの完全失業率への影
響の大きさなど、コロナ下で、通常以上に厳しい状況
に置かれている女性の状況が明らかになりました。
　また、これは男女に限らずですが、仕事におけるコ
ロナ下特有のストレスの状況を職種別にみると、医療
従事者、介護従事者、保育士など、いわゆるエッセン

シャルワーカーと言われる人たちの値が高いという調
査結果が出ています。
　また、研究会では、男女間の賃金格差についてのさ
まざまな要因や、女性が低賃金になりやすい構造的な
問題に焦点をあてた議論が行われました。

テレワークにマイナス要素を感じる傾向が

　コロナ下では、テレワークの普及が進みましたが、
その受け止め方については男女差があることが明らか
になりました。
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　シート５をみる
と、男性は、「通
勤時間分を有意義
に使える」「通勤
が少なくなりスト
レスが減る」「家
族と一緒の時間が
増えてよい」など
のプラス要素が高
く出ていますが、
女性は「家事が増
える」「光熱費等
の出費が増える」
「自分の時間が減
ることがストレ
ス」など、マイナ
ス要素が男性に比
べて高くなってい
ます（注２）。

女性の自殺者数は
2020年６月以降 
毎月増加

　続いて、自殺者
数の推移について、
シート６の左のグ
ラフをみると、自
殺者の数はもとも
と男性のほうが女
性よりも多いので
すが、2020年の
１年間をみると男
性が前年より23人減少している一方で、女性は935
人増加しています。右のグラフは自殺者数の前年同月
差ですが、女性は2020年６月から毎月増加しています。
　女性の自殺者数の内訳をみると、特に、主婦、年金・
雇用保険等で生活している人（高齢者が多い）、高校
生が増加しています。研究会のヒアリングでは、若い
女性の支援を行う団体から「もともと崖の近くにいた
人がコロナ下で崖のぎりぎりまで追い詰められている
ように感じる」との報告がありました（注３）。

子どものいる女性に一斉休校等による大きな影響が

　コロナ下で実施された一斉休校や、家事・育児・介
護などの家庭での無償ケアについても、女性への影響
が顕著に表れています。
　まず、女性の就業率については、シート７にあるよ
うに、小学校などが一斉休校となった2020年３月以降、
子どものいる女性に大きなマイナスの影響が及び、ま
た、子どもがいる有配偶女性はこの間、非労働力化が
進んだことがエビデンスとして明らかになり、失業で
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はなく、仕事を
しないという選
択を行っていた
ことが明らかに
なっています
（注4）。
　また、シート
８は、小学３年
生以下の子ども
がいる男女が今
後の家事・育児
に関して望むこ
とについての調
査結果（注２）を
表したものです
が、「配偶者に
もっと子どもの
世話をしてほし
い」、「配偶者に
もっと家事をし
てほしい」とい
う回答は、女性
のほうが男性よ
りも10ポイン
ト以上高くなっ
ています。一方
で、男性は「自
分の子どもの世
話の時間を増や
したい」の回答
は高く出ており、
他の調査でもテレワークを継続する男性の家事・育児
時間が増加しているなど、男性の家事・育児への参画
が進む兆しもみられます。

女性への強い影響の背景と課題

女性への影響の背景

　新型コロナが女性に対して強い影響を与えた背景に
は、感染症の拡大による経済や生活への直接的な影響
だけでなく、もともと平時において男女共同参画、ジェ

ンダー平等が進んでこなかったことがあり、これが今
般のコロナ下で顕在化しています。
　個人の働き方や家族形態が急速に変化している、そ
して、今や女性の所得は家計の補助ではなくなってき
ているなか、依然として、高度経済成長期の「正社員
の夫と専業主婦の妻」をモデルとした制度や慣行が
残っています。このモデル、枠組みに当てはまらない
人、例えば、ひとり親や単身の非正規雇用労働者等は
増加している、あるいは、このモデル、枠組みのなか
で家事・育児を一手に担って、就業調整を行い、短時
間就労を選択してきた人たちがいて、そうした女性た
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ちに新型コロナの影響が直撃し、厳しい状況に置かれ
ています。そして、そうした女性たちに十分な経済的
基盤がないことが事態の深刻化につながっているので
はないか。
　また、固定的性別役割分担意識等によって、コロナ
下での家事・育児・介護などの無償ケアがさらに女性
に集中しています。

コロナを踏まえ男女共同参画の取り組みを加速

　それでは、ポストコロナに向けて今後何をしていく
べきなのか。まずは、緊急対策としての各種支援策を
速やかに実施、強化していくことが重要です。DVや
自殺対策の強化、ひとり親家庭への支援強化などを早
急に実施していく必要があります。
　そのうえで、今般、コロナ下で顕在化した問題とそ
の背景を踏まえ、第１に、男女共同参画の取り組みを
推進していくこと。まず政治分野など、意思決定の場
における女性の参画を進めること、経済的自立等の女
性のエンパワーメントを拡大していくことが重要です。
第２に、制度、慣行の見直しを進めていくこと。固定
的性別役割分担意識を反映した既存の制度の見直しや、
「正社員の夫、専業主婦の妻」をベースとする諸制度
に課題、限界があるということをしっかり認識し、個
人が意思決定、選択を自由にできる社会環境を整備し
ていく必要があります。第３に、ジェンダー統計・分
析の重要性。今回、研究会での議論を進めるなかで、
さまざまなデータを収集し、詳細に分析したことで、
エビデンスをベースとした政策立案等につなげること
ができました。データをしっかり収集して、政策立案
にいかしていくことが重要です。

終わりに

　最後になりますが、新型コロナ対策の中心に女性を
位置づけ、そして、ポストコロナに向けて、男女共同
参画の取り組みを加速させ、全力で取り組みを進めて
いきます。

〇�コロナ下の女性への影響と課題に関する研究会報告
書（2021年４月28日）
　～誰一人取り残さないポストコロナの社会へ～
　�https://www.gender.go.jp/kaigi/kento/
covid-19/index.html

［注］
１　ここでは、我が国で新型コロナウイルスの感染が拡大した2020年以降
を「コロナ下」としている。

２　第９回研究会（2021年３月15日）筒井淳也構成員報告
３　第７回研究会（2021年２月15日）村木厚子氏（一般社団法人若草プ
ロジェクト）ヒアリング

４　第11回研究会（2021年４月22日）山口慎太郎構成員報告
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